
 

 

 ２０２４年度事業計画 
 

我が国の経済は、２０２３年５月に新型コロナウィルス感染症が５類感染症に移行された

後、経済の自律的な回復メカニズムが働き始めました。３０年ぶりとなる高水準の賃上げや

企業の高い投資意欲など、経済に前向きな動きがみられ、デフレから脱却し、経済の新た

なステージに移行する千載一遇のチャンスを迎えています。他方、賃金上昇は輸入価格

の上昇を起点とする物価上昇に追いついておらず、個人消費や設備投資は依然として力

強さを欠いています。このため政府は、国民の可処分所得を下支えし、構造的賃上げに

向けた供給力の強化を図るため、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を策定し、官

民連携した賃上げをはじめとする所得環境の改善や、企業の設備投資意欲の後押し等

の相乗効果により、今後は民間需要主導の経済成長を実現することが期待されています。 

 

北海道経済においても、コロナ禍の３年間を乗り越え、社会経済活動の正常化に向け

た動きが景気の下支えとなり、緩やかに持ち直していますが、ウクライナ・中東情勢の展開

や資材・資源価格の高騰などのリスク要因も抱えています。しかし、こうした物価高や人手

不足、中国の水産物禁輸といった景気下振れリスクがある一方で、「次世代半導体製造

拠点の進出」、「再生可能エネルギーによるＧＸ」という２つの大きな産業を中心として、北

海道では今後大規模な投融資が見込まれており、これらのプロジェクトは北海道の未来を

一変させる可能性を秘めています。 

 

このような中、本道のものづくり産業を取り巻く環境は、生産年齢人口の減少に伴う人手

不足が深刻化しており、当会の会員企業を対象とした「経営環境調査」では７割以上の企

業が人員の不足を訴えるなど、ここ数年来、人材の確保に苦戦している状況が続いていま

す。こうした状況に対応するためには、生産や加工現場において、ロボットやＩｏＴ、ＡＩなど

のデジタル技術を活用して生産性の向上を図るとともに、成長が期待されている産業分野

におけるビジネスチャンスの獲得や、次世代に繋がる技術・製品の開発に取り組むことが

重要となっています。 

 

力強い北海道経済の実現には、一次産業をはじめ各種産業を支える「ものづくり産業」

の持続的な発展が不可欠です。２０２４年度の事業活動では、国や道、関係団体との連携

の下で、ものづくり産業の振興に不可欠な技術力の向上対策として専門家による現場指

導や技術セミナーの開催、半導体関連産業や次世代自動車、航空宇宙産業などへの参

入支援、技術系人材の誘致、次代を担う若年層を対象としたものづくりの現場見学や出

前授業などの各種事業に取り組み、技術支援と経営支援の両面から、会員企業をはじめ

とする本道機械工業及び関連産業の発展になお一層寄与して参ります。 

 

 



 

Ⅰ 組織と財政基盤の充実強化  

１ 新規会員の加入促進 
 
新規会員の加入促進は、当会にとって最も重要な取組の一つであり、設立以来、組織を挙げ

て取り組んで参りました。その結果、会員数が約６００社に達した年もありましたが、その後の相

次ぐ経済情勢の変遷等により、会員数は中長期的に漸減傾向で推移して来ています。 

今後とも、新規会員の加入促進に一層努めるとともに、会員数の減少傾向に歯止めを掛け、

道内ものづくり産業の振興と当会の組織力の強化、財政基盤の確立に努めて参ります。 
 

２ 関係機関との連携強化  
 
ものづくりの大切さを広く道民に理解して頂き、当会の活動に対する幅広い支援の輪を広げ

ていくためには、道内のものづくり関連の中心的団体である当会と関連団体との連携した取組が

重要となっています。このため、ものづくりに関する道内外の各種団体等との連携を一層強め、

共同で新たな事業を実施するなど、当会の組織強化に繋がる取組を進めて参ります。 

また、会員企業にとって、当会の事業がより魅力的なものになるよう努めるとともに、引き続き、

国や道の事業推進に協力し、運営費の確保を図って参ります。 

 

３ 会員相互の交流、情報共有の充実強化  
 
ＤＸやＧＸ、また人手不足対策など社会経済情勢の目まぐるしい変化に対応していくためには、

道内の関連経済団体との連携と同時に、当会会員企業相互の連携も重要となっています。当会

会員が本道ものづくり産業の振興という大きな目標に向けて結束し、会員同士の交流や情報の共

有化を通じて、互いに発展・成長していけるよう、各種の事業に取り組んで参ります。 

また、広域分散型社会という本道の地域特性を踏まえ当会には１０の支部を設けており、支部

相互の交流推進、情報共有が迅速かつ的確に行われるよう、様々な場の提供に努めて参ります。 

 

Ⅱ 技術力向上対策事業 

１ 参入促進等支援事業 
 
（１）次世代自動車・半導体・航空機部品・宇宙産業への参入促進 

地場企業の次世代自動車関連産業への参入を促進するため、引き続き、個別指導などのコ

ーディネート機能により自動車関連工業の育成に努めて参ります。また、道等により設立された

「北海道自動車産業集積促進協議会」に参画し、各種事業に取り組むとともに、今後の成長が

期待される半導体分野や航空機部品・宇宙ビジネス分野への参入を促進して参ります。 
 

（２）生産工程改善指導の実施 

関係機関・団体と連携しながら、道内外の専門家による企業の生産設備や生産方法、管

理システムの改善、先進的な生産管理技術に沿った工程改善指導等、具体的な現場指導を

行い、技術力の向上・コスト改善及び経営力の強化を図って参ります。 
 

（３）セミナー等の開催 

国内外の経済情勢や業界全体の発展方向等についての認識を高めるため、関係機関・団

体等との協力などにより、専門家による各種セミナーや講演会などの開催に努めて参ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（４）関連情報の収集・提供及び業況調査研究事業の実施 

会員の経営改善や技術力の向上などに役立つ各種情報を収集し、迅速に提供するととも

に、業界の実態を把握するための業況調査や経済動向調査を行い、企業経営の参考に資

するため、会員企業に提供するとともに、道など行政機関への提供を通じて、工業振興施策

に反映されるよう努めて参ります。 
 

（情報収集・提供等の主な取り組み） 

ア 会報・技術情報誌の発行 
イ メールマガジンやホームページ等を活用した情報の発信 

ウ アンケート調査の実施 

エ 機械工業振興策等に関する調査・研究の実施 

 

２ ＱＣサークル・ＴＰＭ事業などの取組みの促進 

ＱＣサークル北海道支部、日本科学技術連盟など関係団体との連携を図りながら、ＱＣ活動

や５Ｓ活動等の取組みを促進して参ります。また、（公社）日本プラントメンテナンス協会と共催で

「北海道モノづくり・保全研究会」を開催し、ＴＰＭを通じた設備保全技術、生産性向上への取組
を支援して参ります。 

 

３ 産業技術開発促進事業  

（１）技術開発促進事業の実施 

道内の機械金属関連産業の振興を図るため、道総研工業試験場のロボラボ（ロボット実証
ラボ）及びモノラボ（電波暗室、防水試験室他）の活用や、地域技術支援機関との連携を図り
ながら、道内ものづくり企業の技術開発に協力して参ります。また、国や道が進める産業振興
事業に積極的に参画するとともに、道内ものづくり企業相互のビジネスマッチングを促進して
参ります。 

 

（２）技術講習会、視察会の開催 

新たな製品や新しい技術開発の促進を図るため、技術講習会を開催するほか、新たな技
術交流の契機とするため、道内外の先進工場で取り組んでいる技術開発の状況、生産管理
活動などを学ぶ視察会を開催して参ります。 

 

（３）関係機関等との連携 

国、道などの関係機関や団体等が実施する研修会やセミナーなどの技術関連事業に対す
る協力や共同事業に取り組んで参ります。 

 

（４）情報提供事業の充実 

技術の高度化、新製品・新技術開発などに関する情報や、生産管理技術などの動向、技
術セミナーの開催、各種制度などを掲載した会報や技術情報誌等の発行をはじめ、ホーム
ページ、メールマガジン等による各種情報の迅速な提供などに努めて参ります。 

 

４ 北海道 技術・ビジネス交流会（ビジネス EXPO）の開催 

道内外企業や学術試験研究機関などとの交流や共同研究開発などを促進し、新たな分野へ

のチャレンジと積極的なＰＲ活動による市場の拡大を図るため、製品・技術・情報・経営のノウハ

ウなどを一堂に会する場として、関係機関とともに「北海道 技術・ビジネス交流会」（ビジネス

EXPO）を開催して参ります。 
 
（１）会 期 ： ２０２４年１１月７日（木）～８日（金）（２日間） 

（２）会 場 ： 札幌流通総合会館（アクセスサッポロ） 

（３）実施主体 ： 北海道 技術・ビジネス交流会 実行委員会 



 

Ⅲ 受注拡大対策事業  
 

１ 商談会等の開催  

会員企業の受注拡大に向けて、大手企業等の発注案件情報を収集、情報発信と併せて、
（公財）北海道中小企業総合支援センターと連携し、道内外で受発注商談会を開催します。関

係機関主催の各種商談会の情報提供や共同開催により、会員の積極的な参加を促します。  
 

２ 会員情報の発信  

会員企業に係るデータベースの整備を随時行い、当会ホームページから会員情報（主要製

品・設備・技術等）を発信し、内容の充実を図ります。 

 

Ⅳ 交流推進事業 
 

道内工業系大学や公設試等との交流会や企業視察会などを開催し、会員企業間の連携促進

や産学官による共同研究・技術シーズの民間移転等の促進を図って参ります。 

 

Ⅴ 人材確保対策事業  
 

優れた技能等を有する技能者や技術者などの人材の確保が課題となっていることから、関係

機関との連携を図り、各種技術講習会や研究会の開催、関係情報の提供等に努めるほか、若

者を対象とした工場見学会、出前授業の実施、北海道へＵ・I タ－ン就職を希望する方と技術系

人材を求めている会員企業への支援に努めて参ります。 
 

Ⅵ 労働管理意識の高揚 
 

会員企業における労働管理意識の高揚を図るため、国が進める「働き方改革」をはじめ最低

賃金制度の周知や労務管理等に関する情報の提供に努めて参ります。  

 

Ⅶ 関係機関・団体との連携等  
 

国や道などのほか、次のような関係機関が実施する事業への協力などを通じて、道内ものづ

くり産業の振興が図られるよう努めて参ります。 

 

・（独）中小企業基盤整備機構 ・（地独）北海道立総合研究機構工業試験場 

・（公財）北海道中小企業総合支援センター ・北海道経済連合会 

・ＱＣサークル北海道支部 ・（公財）北海道科学技術総合振興センター 

・（一社）北海道発明協会 ・（一財）日本科学技術連盟 

・（公社）日本プラントメンテナンス協会 ・（一財）さっぽろ産業振興財団 

・恵庭リサーチ・ビジネスパーク(株) ・（一社）北海道バイオ工業会 

・札幌商工会議所  ・北海道高等技術専門学院 

・北海道職業能力開発大学校 ・室蘭工業大学 

・北海道科学大学 ・ＮＰＯ法人 ふるさと回帰支援センター 

・自衛隊札幌地方協力本部  

 

 



 

Ⅷ 業種別部会事業 

北海道機械工業会活動の中心となる業種別部会活動の充実に努めて参ります。 

 

１ 表面処理部会  

■基本方針 

部会会員企業の技術向上、合理化・省力化による生産性向上等を目指して次の事業を行います。 
 

（１） 部会員の拡充…溶融メッキ、電気メッキ、溶射、塗装業者の入会の促進 

（２） 例会の開催…部会員間の情報交換や親睦の推進 

（３） 視察会の開催…技術水準の向上を目的に道内外の企業視察会の開催 

 

２ 鉄骨部会  

■基本方針 

部会活動は会員企業の経営安定に寄与することを第一とし、上部団体（（一社）全国鐵構工業協

会）との仲介・媒体機能の強化を図り、関連諸団体との連携により、新規需要創出に取組み、将来を

見据えた技術者や技能者の育成に努め、会員の英知をもとに創意工夫の提案をいただきながら次

の事業を推進して参ります。 
 

（１） 公正な市場環境の維持や共同受注の推進など 

（２） 世界的な需給環境変化への対応 

（３） 上部団体や関連団体との関係強化及び会員の交流促進 

（４） 北海道ＦＡＢ青年部会への協賛支援 

（５） その他部会員の発展に資するための事業の実施 

 

３ サッシ部会  

■基本方針 

部会員の協力で受注機会拡大や生産効率・技術水準の改善を図るため、各種事業をおこないま

す。 

（１） 各種例会を開催し部会員間の交流を通じ情報交換を図る 

（２） 他部会・業種との交流を推進し、部会員企業のＰＲと併せて受注機会拡大を狙う 

（３） 道内外の工場視察会を実施、技術水準向上・生産管理改善に活用する 

 

４ 検査部会  

■基本方針 

部会員企業の受注確保や技術水準向上に向けて、相互協力のうえ次の事業を行います。 

 

（１） 非破壊検査業務の情報交換や他業界、他部会との交流、部会員企業のＰＲの実施 

（２） 若手技術者の研鑽、技術向上を目的とした「検査技術研究会」の開催 

（３） ＪＳＮＤＩ（日本非破壊検査協会）技量認定試験対策の「講習会」の実施 

（４） 情報収集や技術水準向上を目的とした「視察会」等の実施 

（５） 新たなビジネス領域への参入促進（洋上風力発電のサプライチェーン構築等） 

 



 

５ 電機電子部会  

■基本方針 

行政・経済団体との情報交換会を継続的に開催するほか、道内外先進企業・施設の視察を実施

することで各種情報知識習得とともに、部内外会員との交流から、受注機会の拡大に努めて参ります。 

 

（１） 行政・経済団体との情報交換会の開催、経営基盤強化や受注拡大のための情報収集 

（２） 道内外企業・施設の視察や見学会、意見交換会の実施 

（３） 他団体との合同開催も含めた積極的な技術講習会の実施、技術力の一層の向上促進 

 

６ 機械製缶部会  

■基本方針 

会員企業の技術力・生産管理の向上、新分野進出、情報収集・交換、受注機会拡大等を目的とし

て下記の事業の推進に努めて参ります。 

 

（１） 役員会を複数回開催し、部会の事業運営方針、具体的事業計画の策定 

（２） 部会員の経営活動に資するための講演会の開催 

（３） 会員企業を含む道内優良企業、道外先進地区の工場視察会の実施 

（４） 他部会とも協力し、会員企業の技術者を対象とした技術講習会の開催 

（５） 道内有力企業や異業種企業及び他部会との交流推進を目的とした積極的な情報の収集・交      

   換 

  

７ 自動車関連部会  

■基本方針 

ゼロカーボンに向けたＥＶ化や自動走行等への大変革期に対応するため、次世代技術の習得や

生産システムの改善、経営体質の強化等を目的に次の事業を行います。 

 

（１） 部会員企業の研鑽 

・部会員企業が取組んでいる生産改善活動や成果の紹介と工場見学 

・「視察会（国内・海外）」の実施や「ものづくり技術セミナー」の開催（他部会と共催） 

（２） 部会員企業の連携強化 

・総会、役員会、年末講演交流会、ゴルフ交流会の開催等 

・ＱＣサークル主催の発表大会や「北海道モノづくり・保全研究会」の共催等 

 

Ⅸ 北海道機械工業会５０周年記念事業 

２０２５年度に迎える北海道機械工業会設立５０周年各種記念事業の準備を行います。 

      


